
【様式第1号】

自治体名：館山市

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 79,063,975,154   固定負債 44,956,248,416

    有形固定資産 68,948,752,378     地方債等 27,651,316,638

      事業用資産 29,923,874,678     長期未払金 130

        土地 8,424,893,499     退職手当引当金 5,140,831,868

        立木竹 -     損失補償等引当金 341,886,009

        建物 40,604,308,533     その他 11,822,213,771

        建物減価償却累計額 -20,588,198,357   流動負債 3,617,327,500

        工作物 2,238,171,350     １年内償還予定地方債等 2,414,388,375

        工作物減価償却累計額 -1,369,612,918     未払金 506,617,656

        船舶 -     未払費用 7,668,684

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 333,248,587

        航空機 -     預り金 347,785,341

        航空機減価償却累計額 -     その他 7,618,857

        その他 3 負債合計 48,573,575,916

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 614,312,568   固定資産等形成分 81,084,721,915

      インフラ資産 36,928,758,987   余剰分（不足分） -43,149,555,717

        土地 8,525,318,987   他団体出資等分 -

        建物 2,842,899,333

        建物減価償却累計額 -1,043,764,435

        工作物 57,467,083,089

        工作物減価償却累計額 -31,543,994,782

        その他 613,236

        その他減価償却累計額 -582,574

        建設仮勘定 681,186,133

      物品 7,812,840,596

      物品減価償却累計額 -5,716,721,883

    無形固定資産 4,707,015,907

      ソフトウェア 435,820

      その他 4,706,580,087

    投資その他の資産 5,408,206,869

      投資及び出資金 456,556,037

        有価証券 405,359,000

        出資金 51,160,863

        その他 36,174

      長期延滞債権 413,611,166

      長期貸付金 146,354,998

      基金 4,446,142,463

        減債基金 274,251,508

        その他 4,171,890,955

      その他 94,781

      徴収不能引当金 -54,552,576

  流動資産 7,444,766,960

    現金預金 4,998,441,010

    未収金 351,576,505

    短期貸付金 62,056,716

    基金 1,958,690,045

      財政調整基金 1,956,630,937

      減債基金 2,059,108

    棚卸資産 29,848,247

    その他 73,655,243

    徴収不能引当金 -29,500,806

  繰延資産 - 純資産合計 37,935,166,198

資産合計 86,508,742,114 負債及び純資産合計 86,508,742,114

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：館山市

会計：連結会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 40,586,173,528

    業務費用 14,436,727,426

      人件費 5,092,979,027

        職員給与費 4,023,738,884

        賞与等引当金繰入額 329,676,536

        退職手当引当金繰入額 40,109,325

        その他 699,454,282

      物件費等 8,691,867,425

        物件費 5,703,404,065

        維持補修費 366,342,863

        減価償却費 2,622,120,497

        その他 -

      その他の業務費用 651,880,974

        支払利息 190,124,658

        徴収不能引当金繰入額 80,290,615

        その他 381,465,701

    移転費用 26,149,446,102

      補助金等 22,308,279,422

      社会保障給付 3,784,617,405

      その他 56,549,275

  経常収益 3,516,898,282

    使用料及び手数料 2,642,396,057

    その他 874,502,225

純経常行政コスト 37,069,275,246

  臨時損失 32,419,492

    災害復旧事業費 30,648,310

    資産除売却損 1,613,103

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 158,079

  臨時利益 48,800,602

    資産売却益 1,170,874

    その他 47,629,728

純行政コスト 37,052,894,136



【様式第3号】

自治体名：館山市

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 24,403,697,154 68,600,769,361 -44,197,072,207 -

  純行政コスト（△） -37,052,894,136 -37,052,894,136 -

  財源 37,805,675,045 37,805,675,045 -

    税収等 21,858,380,178 21,858,380,178 -

    国県等補助金 15,947,294,867 15,947,294,867 -

  本年度差額 752,780,909 752,780,909 -

  固定資産等の変動（内部変動） 1,104,829,019 -1,104,829,019

    有形固定資産等の増加 4,878,072,980 -4,878,072,980

    有形固定資産等の減少 -2,642,649,094 2,642,649,094

    貸付金・基金等の増加 1,814,564,461 -1,814,564,461

    貸付金・基金等の減少 -2,945,159,328 2,945,159,328

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -663,096,771 39,204,127 -702,300,898 -

  その他 13,441,784,906 11,339,919,408 2,101,865,498

  本年度純資産変動額 13,531,469,044 12,483,952,554 1,047,516,490 -

本年度末純資産残高 37,935,166,198 81,084,721,915 -43,149,555,717 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：館山市

会計：連結会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 39,735,109,443

    業務費用支出 11,819,633,069

      人件費支出 5,047,835,167

      物件費等支出 6,238,079,019

      支払利息支出 190,124,658

      その他の支出 343,594,225

    移転費用支出 27,915,476,374

      補助金等支出 22,308,279,422

      社会保障給付支出 3,784,617,405

      その他の支出 56,549,275

  業務収入 41,148,767,220

    税収等収入 23,402,211,220

    国県等補助金収入 14,469,462,669

    使用料及び手数料収入 2,642,178,646

    その他の収入 634,914,685

  臨時支出 30,806,389

    災害復旧事業費支出 30,648,310

    その他の支出 158,079

  臨時収入 22,035,754

業務活動収支 1,404,887,142

【投資活動収支】

  投資活動支出 5,960,718,830

    公共施設等整備費支出 4,759,526,938

    基金積立金支出 1,123,228,869

    投資及び出資金支出 6,648

    貸付金支出 70,000,000

    その他の支出 7,956,375

  投資活動収入 3,907,396,717

    国県等補助金収入 1,574,300,370

    基金取崩収入 2,160,395,617

    貸付金元金回収収入 110,100,535

    資産売却収入 1,171,599

    その他の収入 61,428,596

投資活動収支 -2,053,322,113

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,511,670,362

    地方債等償還支出 2,490,875,212

    その他の支出 20,795,150

  財務活動収入 5,364,523,907

    地方債等発行収入 3,603,250,748

    その他の収入 1,761,273,159

前年度末歳計外現金残高 318,738,692

本年度歳計外現金増減額 29,046,649

本年度末歳計外現金残高 347,785,341

本年度末現金預金残高 4,998,441,010

財務活動収支 2,852,853,545

本年度資金収支額 2,204,418,574

前年度末資金残高 2,446,913,897

比例連結割合変更に伴う差額 -676,802

本年度末資金残高 4,650,655,669
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連結会計財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

 (1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

  ア 有形固定資産 

    原則として、取得原価により評価しています。ただし、開始時の評価

基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   (ｱ) 昭和５９年以前に取得したもの ・・・・・ 再調達原価 

   (ｲ) 昭和６０年以降に取得したもの 

     取得原価が判明しているもの ・・・・・・ 取得原価 

     取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・ 再調達原価 

  イ 無形固定資産 

    原則として、取得原価により評価しています。ただし、開始時の評価

基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの ・・・・・ 取得原価 

    取得原価が不明なもの ・・・・・・・・ 再調達原価 

 (2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

  ア 有価証券 

   (ｱ) 市場価値のあるもの ・・・・・ 会計年度末における市場価格 

   (ｲ) 市場価値のないもの ・・・・・ 取得原価 

  イ 出資金 

   (ｱ) 市場価値のあるもの ・・・・・ 会計年度末における市場価格 

   (ｲ) 市場価値のないもの ・・・・・ 出資金額 

 (3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

  定額法を採用しています。 

 (4) 引当金の計上基準及び算定方法 

ア 投資損失引当金 

    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体に対するものに

ついて、実質価額が低下した場合に、実質価額と取得価額との差額を計

上しています。 

  イ 徴収不能引当金 

    過去５年間の平均不納欠損率により算出した徴収不能見込額を計上し

ています。 
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  ウ 退職手当引当金 

    期末に、自己都合により退職した場合に必要となる額を計上していま

す。 

  エ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、「地方公共団

体の財政の健全化に関する法律」に規定する将来負担比率の算定に含め

た将来負担額を計上しています。 

  オ 賞与引当金 

    翌年度６月支給予定の期末勤勉手当及び法定福利費相当額の当年度の

負担額を計上しています。 

 (5) リース取引の処理方法 

   以下の企業会計に準じた基準のほか、重要性の原則に照らし合わせて資

産と費用の分類を行っています。 

ア ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及び

リース契約１件当たりのリース料総額が３００万円以下のファイナン

ス・リース取引を除く。） 

    通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  イ ア以外のファイナンス・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ウ オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 (6) 資金収支計算書における資金の範囲 

   地方自治法第２３５条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金とし

ています。 

 

２ 重要な会計基準の変更等 

  該当ありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当ありません。 

 

４ 偶発債務 

  該当ありません。 
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※ 連結会計内部での債務保証等は行っていますが、連結対象外の団体に対

する債務保証及び損失補償はありません。 

 

５ 追加情報 

(1) 連結対象団体(会計) 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

南房総広域水道企業団 一部事務組合 比例連結 26.99％ 

三芳水道企業団 一部事務組合 比例連結 84.58％ 

千葉県後期高齢者医療連合 一部事務組合 比例連結 1.03% 

千葉県市町村総合事務組合 

（一般会計） 

一部事務組合 比例連結 1.05% 

千葉県市町村総合事務組合 

（研修センター特別会計） 

一部事務組合 比例連結 1.52% 

安房広域市町村圏事務組合 一部事務組合 比例連結 36.51% 

  

 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第２３５条の５の規定により出納整理期間が設けられていま

す。当会計年度に係る出納整理期間における現金の受払い等を終了した後

の計数をもって会計年度末の計数としています。 

(3) 表示単位について 

各項目の金額を表示単位未満で四捨五入により処理しているため、合計

等の金額が一致しない場合があります。 

 



自治体名：館山市 年度：令和6年度
会計：連結会計

（単位：千円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度減価償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)
事業用資産  48,202,579  8,719,520  5,040,414  51,881,686  21,957,811  906,604  29,923,875
　土地  8,403,315  22,413  835  8,424,893 - -  8,424,893
　立木竹 - - - - - - -
　建物  35,377,022  5,244,007  16,720  40,604,309  20,588,198  820,058  20,016,110
　工作物  1,893,139  356,772  11,739  2,238,171  1,369,613  86,546  868,558
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他  0 - -  0 - -  0
　建設仮勘定  2,529,104  3,096,328  5,011,119  614,313 - -  614,313
インフラ資産  68,737,085  1,098,068  318,052  69,517,101  32,588,342  1,210,967  36,928,759
　土地  8,512,645  12,674 -  8,525,319 - -  8,525,319
　建物  2,833,019  9,881 -  2,842,899  1,043,764  72,139  1,799,135
　工作物  56,668,010  799,073  0  57,467,083  31,543,995  1,138,828  25,923,088
　その他  613 - -  613  583 -  31
　建設仮勘定  722,798  276,440  318,052  681,186 - -  681,186
物品  7,532,380  317,208  36,748  7,812,841  5,716,722  203,841  2,096,119
合計  124,472,044  10,134,797  5,395,214  129,211,627  60,262,875  2,321,412  68,948,752

有形固定資産の明細


